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厚木市では、令和３年３月に改定した「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」に基づき、温室効果

ガス総排出量の削減を推進しています。この計画は、2013 年度を基準年度として、2030 年度に基準

年比 2７％削減、2050 年には排出量実質ゼロ（二酸化炭素）とすることを目標に掲げています。 

本報告書では、市域における温室効果ガス排出量の推計を取りまとめるとともに、令和３年度の市と

しての取組状況を取りまとめます。なお、改定後の計画では、温室効果ガスの推計方法を変更している

ため、旧計画における推計値との単純比較はできないものとなっています。 

 

■温室効果ガスの排出量の推移 

温室効果ガス排出量推計は、環境省から公表されている「部門別 CO2 排出量の現況推計」を用いてい

ます。なお、排出量の推移は、令和４年度時点で入手が可能な最新年度としています。 

 

表 温室効果ガスの排出量の推移 

部門・分野 

2013 年度 
（基準年度） 

2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 

排出量（千t-CO2) 排出量（千t-CO2) 排出量（千t-CO2) 排出量（千t-CO2) 排出量（千t-CO2) 構成比(%) 

合計 2,455 2,238 2,205 2,030 1,995 100.0 

 産業部門  969 969 934 868 879 44.1 

   製造業  1,006 945 910 13 851 42.7 

   建設業・鉱業 20 20 21 16 11 0.6 

   農林水産業 2 4 4 896 16 0.8 

 業務その他部門  712 614 617 499 498 25.0 

 家庭部門 327 282 286 261 267 13.4 

 運輸部門 361 348 346 342 338 16.9 

   自動車  344 332 331 328 324 16.2 

     旅客 193 193 192 188 183 9.0 

     貨物 139 139 139 140 141 7.1 
   鉄道  17 16 15 14 14 0.7 

 
廃棄物分野 
（一般廃棄物） 

26 26 23 32 14 0.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 合計値は四捨五入の関係で、各部門の合計と一致しない場合があります。 

図 温室効果ガスの種類別排出量の推移 

[出典：部門別 CO2 排出量の現況推計（環境省）] 
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■温暖化対策の取組内容（令和３年度） 

１．再生可能エネルギーの導入促進 

 

指標 現状値・基準値 目標 

市内再生可能エネルギー出力量 44MW 
52ＭＷ 

（2030（令和 12）年度） 

 

 

施策 取組内容 

①再生可能エネルギーの

導入支援 

・スマートハウス導入奨励金により太陽光発電システムや蓄電池等

の普及促進を図りました。 

・家のエネルギー収支を正味ゼロにするゼロ・エネルギー・ハウス

に対し、奨励金を交付し住宅への太陽エネルギー利用システムの

導入支援を行いました。 

・固定価格買取期間を経過した再生可能エネルギーを地域エネルギ

ー会社の電源として活用可能か調査研究を行いました。 

・神奈川県内で製造業を営む 2,000 社に対し、本市への立地に関

する意向調査及び本市の支援制度の周知を図るとともに、誘致の

ため企業訪問を行いました。 

②再生可能エネルギーに

関する情報提供 

・地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の報告書において、公共

施設における太陽光発電の発電量データを掲載し、公開しまし

た。 

・ゼロ・エネルギー・ハウス導入奨励金の利用者から、コメントを

収集し、環境基本計画推進のための情報誌「エコ・アップ・あつ

ぎ」に記事を掲載することで、周知を図りました。 

③再生可能エネルギー設

備の適正な維持管理 

・公共施設に設置している太陽光発電について、発電量の確認等を

行い、定期的に点検を行ったほか故障した機器の修繕など適切な

管理に努めました。 

・太陽光パネルの廃棄を実施できる処理施設が多くない実態のある

中、近年、災害によりパネルの破損が増加し、問題となっている

状況であることなど情報収集に努めました。 
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２．脱炭素社会の推進・循環型都市の実現 

指標 現状値・基準値 目標 

市内家庭での電力消費量 
391,927 千ｋｗｈ 

327,000 千ｋＷｈ 

（2030（令和 12）年度） 

市民一人１日当たりの家庭系ご

みの減量化率 

（2002（平成 14）年度比） 

44.5% 

50％ 

（2030（令和 12）年度） 

 

 

施策 取組内容 

①COOL CHOICE の推進 ・市行事等において、COOL CHOICE チラシの配布等普

及啓発を行い、賛同者を募りました。 

・環境フェアにおいて、パネル展示を行い、再配達の防止を

呼び掛けました。 

・電気自動車の普及を促進するため、中小企業設備投資促進

事業による電気自動車用充電器等を設置しようとする事業

者等に対して一定の金額を補助する制度を設けるととも

に、制度の周知を行いました。 

・小・中学校において「パクパクあつぎ産デー」と称して、

地場農産物を取り入れた学校給食の提供を行いました。 

・厚木中央公園地下駐車場にてカーシェアリングサービスを

実施している指定管理者へ電気自動車の導入について要請

を行いました。 

・市内事業所に省エネ行動の効果を PR するため、中小企業

設備投資促進事業による高効率機器導入に対し、一定の金

額を補助する制度を設け、周知を行いました。 

②脱炭素まちづくりの推進 ・本厚木駅北口地区市街地再開発準備組合の運営を支援する

とともに、地区内の整備方針などのまちづくり方針の検

討、事業計画案の策定に向けた施設計画案や資金計画案、

隣接する道路などの概略検討を行いました。 

・県及び県内全市町村で組織している神奈川県鉄道輸送力増

強促進会議を通じて、国や鉄道事業者へ要望するととも

に、周辺市町村と連携し延伸に向けた取組を実施しまし

た。また、本厚木駅へのホームドア設置に向けて事業者と

協議を実施しました。 

・バス停における待合環境向上を図るため、バス事業者がバ

ス停留所に上屋を設置する際の費用の一部を補助しまし

た。バスセンターの機能拡充については、複合施設の整備

計画と合わせ、関係部署と打合せを実施しました。 
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・ＭａａＳ推進に向けて、セミナーに参加するなど調査研究

を行いました。 

・公共交通の利用促進を目的としたノーマイカーデーの社会

実験の実施に向けて、市内企業に個別に説明を行いまし

た。 

・交差点の交通混雑解消や高規格幹線道路の整備として、都

市計画道路である厚木環状３号線及び本厚木下津古久線の

整備を進めるとともに、整備に向けて上今泉岡津古久線及

び中町北停車場線の計画を推進しました。 

③ごみの減量化・資源化の推進 ・市内全戸にごみ分別周知リーフレットを配布し、ごみの減

量化・資源化の推進に向け、周知啓発を行いました。 

・家庭から出る生ごみを減量化、資源化するため、生ごみ処

理機の購入費を補助しました。 

・公共施設における食品廃棄物を食品リサイクル施設へ運搬

し処理することで、ごみの焼却量を減らし温室効果ガス排

出量の削減を図り、ごみの減量化・資源化の推進を図りま

した。なお、運搬した食品廃棄物は、バイオエネルギーに

よる発電に活用することで環境負荷を低減しています。 

・10 月の３Ｒ推進月間に本庁舎への懸垂幕及び寿町歩道橋

への横断幕を掲出し、啓発に取り組みました。また、引続

き発生抑制（リデュース）の取組である 3010 運動の普

及に努めました。 

・循環型社会の形成に向け、ごみの減量化及び資源化を推進

するため、従来はもえるごみとして処理していた製品プラ

スチックの資源化を図ることを目的とした、製品プラスチ

ックモデル収集実施地区の拡大を図りました。 

・排出事業者に対する啓発指導やごみ集積所への不適正排出

指導、収集運搬許可業者及び直接搬入業者への環境センタ

ー搬入ごみの内容物検査などを実施するとともに、多量排

出事業者に対し廃棄物減量計画書の提出により減量化・資

源化を促しました。 

・市内 6 地区でモデル事業として、せん定枝のステーション

回収を行うとともに、環境センターにてせん定枝のコンテ

ナ回収を実施しました。また、市民から回収したせん定枝

を堆肥化したものを環境センターで配布しました。 

・廃食用油の適正排出、資源化について、ホームページ、ガ

イドブック等により周知啓発を行いました。 
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３．二酸化炭素吸収源の整備 

指標 現状値・基準値 目標 

森林整備面積 74ha 
102ha 

（2030（令和 12）年度） 

 

 

施策 取組内容 

①森林整備の推進 ・林業事業者と厚木産木材の利用推進についての意見交換を行いま

した。 

・厚木市森林整備計画及び元気な森づくり整備計画等に基づき、森

林の維持管理を実施しました。また、森林づくり体験教室を実施

しました。 

・森林づくりボランティア協会への交付金を通じ、森林整備・管理

の人材確保に努めました。 

②緑地保全と緑化の推進 ・広報・ホームページにて屋上緑化の長所を市民に周知するととも

に、補助金交付申請の募集を行いました。 

・広報・ホームページにて保護地区等の指定申請者を募集し、緑化

の保全事業を実施しました。 

・HP 上にて「花と緑の写真展」、「紅葉の写真展」、市役所入口

にて「さつき盆栽展示会」、ぼうさいの丘公園等への花の植栽を

実施しました。 

③農地の保全 ・耕作放棄地の再生利用活動に対し、補助金を交付し、耕作放棄地

の再生を図りました。 

・市民の都市農業に対する理解や関心を深めるため、市民農園を運

営農業に触れる機会を提供しました。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、開催回数は減りました

が、地産地消の推進に努めました。 

・保育所の給食提供時に市内産米を使用しました。 

・小・中学校については「パクパクあつぎ産デー」と称して、地場

農産物を取り入れた学校給食の提供を行いました。 
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４．ライフスタイルの変革 

指標 現状地・基準値 目標 

市民アンケートの数値 

「地球温暖化を緩和するために

取り組んでいることがある市

民の割合」 

78.6% 
90％ 

（2030（令和 12）年度） 

 

 

施策 取組内容 

①温暖化に対する意識の向上 ・神奈川工科大学において、ストップ地球温暖化と題する授

業を職員が講師として行い、地球温暖化を取り巻く世界情

勢や経済活動等の現状を講義しました。 

・環境フェアにおいて、パネル展示を行い、カーボンニュー

トラルの必要性について訴えました。 

②環境教育・環境学習の充実 ・小学生高学年を対象とした環境学習講座を実施し、子供た

ちが地球温暖化の仕組みや日常生活における対策について

学ぶ機会を創出し、環境教育の充実を図りました。 

・ジュニアエコリーダーを認定し、年間を通じた環境学習講

座を実施し、環境に関心を持つ児童の育成に努めました。 

・「厚木市環境基本計画」推進団体である「エコ・アップ・

あつぎ」に、動画による環境市民学習講座、あつぎ環境写

真展や情報誌の発行などの事業を委託し、市民への環境に

関する意識啓発を推進しました。 

・市内小中学校に対し、食品ロスの削減及び食品リサイクル

の推進を図るため、環境学習講座を実施しました。 

・市内小中学生を対象に夏休みの作品募集において、ごみ減

量リサイクルポスター、ごみ収集車イメージアップ絵画を

募集し、優秀な作品をごみ収集車にラッピングする等、周

知啓発に努めました。 

・子ども科学館において、手作り実験装置の展示や植物の栽

培と展示を実施しました。 

・子どもたちが身近な河川環境の実態を把握することで、河

川を大切にする心を育むことを目的として、恩曽川や善明

川の親水広場を活用し、近隣小学校の児童による環境学習

を実施しました。 
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③国、県と連携した取組の実施 ・県が実施している太陽光発電の共同購入やゼロ円ソーラー

について、公共施設へのチラシ配布、ポスター掲示を行っ

たほか、駅前のデジタルサイネージの放映による周知を行

いました。 

 

 

適応策 

施策 取組内容 

①自然災害に対する適応策 ・様々な災害リスクの把握や、状況に応じた防災対策につながる

オールハザードマップを作成し、全戸配布しました。 

・市民へ避難情報等の災害情報を的確に伝達する新型防災ラジオ

を市民及び団体へ有償配布しました。 

・河川や親水広場等の良好な水辺環境の保全に取り組みました。

また、生物多様性が保全され、自然と調和のとれた河川環境を

基本方針に取り入れた厚木市河川等施設維持管理方針を策定し

ました。 

②健康被害（暑熱・感染

症）に関する適応策 

・神奈川県に熱中症警戒アラートが発表された日に、防災行政無

線による放送や駅前のデジタルサイネージなどを活用し、注意

喚起をしました。 

・神奈川県県央地域に光化学スモッグ注意報が発令された時に、

防災行政無線、あつぎメールマガジン、表示板等で注意喚起を

行いました。 

③農業・生態系に関する適

応策 

・特定外来生物の生息に関して情報収集を行いました。 

 

 

 

 

 


